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(予定)・効率的な職員配置（民間活力の導入、組織規模の適正化等）

・給与制度の見直し
・公営企業の健全化
・出資法人改革

・組織マネジメントの強化
・職員の能力発揮のための環境づくり
・人材育成

・区役所機能の強化
・便利で快適な区役所サービスの提供
・参加と協働によるまちづくり

・施策の検証に基づく見直し
・多様化する市民ニーズへの対応

・地方分権改革への対応
・国の制度見直しに向けた提案

・民間活力を導入した効率的な施設整備
・戦略的な資産マネジメント
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「だれもが」、「どこでも」、「できることから」の

を推進

●過去のしがらみにとらわれず、聖域を設けず、すべての事務事業を対象として、
可能な限り、単位当たりの行政コストの見える化を図り、ゼロベースで見直しを実
施
●市民サービス等の提供費用について、市民間の公平・公正性の確保が可能となる
ような見直しを実施
●引き続き、これまで大きな成果をあげてきた「民間でできることは民間で」を基
本とした取組を推進
●状況変化に的確に対応できる、迅速な意思決定を可能とする行政システムの構築
●すべての職場から改革に向けた自発的な取組が生まれるよう取組を推進
●「新たな総合計画」の策定に向けた取組と密接に連携

財

政

危

機

宣

言

H14
年度

これまでの行財政改革の効果 等

今後、財政面での大幅な収支不足が見込まれるとともに、将来的な人口減少
社会の到来も見据えた上、当面の人口増加や、少子高齢化の更なる進展により
多様化・増大化する行政ニーズへの対応が必要となる厳しい行財政運営の舵取
りが求められる中、新たな総合計画による必要な施策・事業と密接に連携し、
本市の将来にわたる発展とともに持続可能な行財政基盤の確立に資する計画と
する。

引き続き、「民間でできることは民間で」といった考え方に基づき、退職動向
等を勘案しながら、民間活用の推進や、組織規模の適正化を推進する。

多様化・増大化する行政ニーズなどの環境の変化や課題に迅速かつ的確な対
応が可能な職員と組織の醸成を図る。

地域人材の発掘・育成とともに、多様な主体の参加と協働による課題解決に向
けた取組や、区役所改革等を通じ、活力ある地域社会の醸成を図る。

社会環境の変化により目的や効果の乏しくなったサービス等の廃止・見直し
や、受益者負担の適正化、意思決定の迅速化などの事務改善等を図る。

懸念される施設の老朽化や、将来的な人口動態を勘案した施設ニーズへの効率
的な対応を踏まえた保有の最適化等の資産マネジメントを推進する。

資料４


